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新潟県慈善協会及び新潟県社会事業協会について
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On Niigata Charity Association and Niigata Social Work Association 
by 
Yasuo Yamashita
1．はじめに
　明治政府は中央に民部官の代わりに内務省（明治6・11）を設け救貧行政を担当させた。その
後、官制の改正を幾度か経て明治31年に内務省に地方局を設置、明治33年に地方局府県課に福祉
担当の嘱託が配置され徐々に福祉行政を所掌する機構を整備していった。明治後半になると貧困
問題が社会問題としてとらえられるようになり、従来のように個人的慈善行為に委ねておくこと
が出来ないと考えられるようになった。明治33年9月、中央の官吏や学者、慈善家等がメソバー
で貧民研究会が設置されたのもこの現れであろう。一方、明治34年に大阪に設立された慈善懇話
会に貧民研究会のメソバーからの働き掛けもあっ涯内国勧業博覧会を機として「全国慈善大会」
を開催することとなり、明治36年5月、大阪で大会が開催され、その席上「日本慈善同盟会」の
設立が決議された。（参考；この会議には本県から新潟学園長佐藤貞三郎、和敬孤児院長清水佳之助、同監督
大道知林、乙巳記念孤児院広瀬大彗が出席している）具体的結成は日露戦争により延期され、明治41年1
0月（1908）、東京で「中央慈善協会」として発会式が挙げられた。この会は、機関紙「慈善」
の発行、施設名簿の発行、全国大会の開催、救済事業調査要綱の発表等を行い教育、啓蒙、連絡
調整等の役割を果たした。その後、大正10年3月に改組して財団法人中央社会事業協会となり、
更に昭和5年6月、民間社会事業団体が分離し、全日本私設社会事業連盟（昭和17年9月大日本
社会事業報国会と称し戦後元に復した）が出来、戦後昭和22年に両者が合体し、財団法人日本社
会事業協会が設立された。又、共同募金中央委員会が昭和22年分離独立した。その後種々の経過
があって、流れとしては現在の社会福祉協議会に繋がる。こうして民間社会福祉団体として約40
年、福祉行政の代替的保完的機能を果たした。
　新潟県においてはこの慈善協会は中央より遅れて大正7年7月（1918）に結成された。各都道
府県の結成年次では9～10番目である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　1註1 各都道府県の社会事業協会の設置状況（設置年月、M＝明治、　T；大正）
高知県慈善協会（M16．12）群馬県社会事業協会（M41．12）中央社会事業協会（M41．10）秋田県慈善協会（T　1．
11）東京府社会事業協会（T6．2）兵庫県社会事業協会（T6．3）三重県社会事業協会（T6．11）愛知県社会
事業協会（T6．7）愛媛県社会事業協会（T7．6）京都府社会事業協会（T7．7）
　　　　　　　　　　　2註2　県の社会福祉関係職制としては明治3年弁務局庶務課、明治8年第一課、明治12年庶務課、明治19年第一
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部庶務課、明治23年内務部第一課、明治38年第一部地方課、明治40年内務部地方課、大正11．12．1社会課が独立、
大正15．6学務部社会課、昭和17．11内政部厚生課、昭和21．2．1教育民生部厚生課、昭和21．11．18民生部厚生課、
児童課（S23．2．24新設）となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　3註3　社会課の新設に関する新聞記事
　各課に割拠した　社会課愈々統一　各団体と協力が肝要と　和田課長心得語る
社会組織が複雑になるにつれ所謂社会事業は日を追ふて繁雑を極め内務省や東京市其他は社会局を設け本県もま
た地方課学務課其他各課社会教育係を置き事務を分掌しつつ来ったが11日の紀元節をトして社会課を新設して従
来各課に分掌した事務を統一することになったが右に関し　課長心得和田内務部長は次の如く語る。「社会課の
事務は顧る広汎で従来主として地方課に取扱って来た　一、軍事救護、罹災救助並に教育賑憧　一、感化教育保
育児童保護　一、公益法人（社会事業に関す）、小住宅に関する事項、公園及遊園地に関する事項　一、部落改
善家内出稼人保護　一、公設市場小資融通施設　一、職業紹介並労務者の福祉に関する事項　一、戸主会主婦会
等を始め警務課に属した免囚保護に関する事項又は衛生課に属した恩腸財団済生会及慈善事業に関する事項や学
務課に属した青年団処女会乃至は社会教育施設其他民力酒養、地方改良、其他社会施設にして他課の主管に属せ
る事項を一括して独立したる社会課を設けた理由は事務の統一を主眼とし2月11日の紀元節の佳辰に当り御下賜
金の御下附助成金の交付を機会として発表した次第である。社会課は教化の方面即ち精神的事業を物質的両方面
から直接間接に扶済誘導する可く生れたもので課長も当然必要に迫られているが県では理事官に定員があり傍自
分が課長心得として任命を見た、県下の情勢を見れば県下各方面に於て都会といはず農村といはず幾多急を要す
る社会施設のうち感化救済事業や青年団処女会と単に社会教育といふより寧社会事業と云った方が適切と信ずる
諸般の施設は本県に於て試みられている、だが此際之を統一して益改善企画するは焦眉の急を告げ近く県下に現
存する公私立のこうした事業に関係ある人々を招集して連絡を執る考へである。本県でも来年度に於て各都市に
9名の社会主事を置き此方面に一層の努力を払ふ計画である。要するに広範なる社会事業の遂行は一社会課の克
く成し得る所ではないことはいふ迄もない、藪に於て各地に現存する各種団体の精神的活動を促して協カー致の
結果を待って始めて実現し得ることと思惟する。故に各方面に渉って社会事業に従事せられる方々の熱誠に訴へ
て当面の問題に向って遙進したいのである」云々、因に新設された社会課は県庁の階上商工課の分室に定められ
一両日中事務を開始するよし
2　新潟県慈善協会の設立
　県内の社会事業施設、団体の連絡調整及び講究すべき事項の解決を目的として大正7年7月23
日に県庁において知事（渡辺勝三郎）、市長など有力者が相会し、第一回協議会を開き、同31日
に県下斯業団体関係者会同して設立総会を開き、翌8月1日新潟師範学校の講堂において発会式
を挙げた。事務局は内務部地方課に、後社会課（大正11年2月1日設置）に置いた。
　設立総会の県内出席者は以下の通りで当時の慈善事業界の様子がうかがえる。
　渡辺勝三郎（知事）馬渡俊雄（内務部長）高橋守雄（警務部長）岡正雄（学務課長）石田馨
（地方課長）本間吉純（地方課届）山中樵（新潟盲唖学校）桜井市作（新潟育児院）荻原清太郎
（同）高取易太郎（長岡盲唖学校）宮越辰太郎（高田盲唖学校）清水佳之助（和敬孤児院）赤沢
鐘美（守孤扶独幼稚児保護会）堀小太郎（新潟県出獄人保護会）戸田外一人（中越悲田会）加賀
谷朝蔵（中蒲原郡慈済会）斎藤霊空（東蒲原慈教会）石井半助（三島郡保護会）横井直興（北魚
沼郡北部保護会）長尾亮俊（東頸城郡仏教団免囚保護会）小山市三郎（西蒲原郡慈照会）桐生安
蔵（北蒲原郡免囚保護会）片桐秀治（長岡共産会）林静治（積善会）松山為治（新潟監獄）松浦
寛治（赤十字社支部主事）他丸山内務書記官、大谷鱗紹師、市内官衛長、市長、新聞記者、救済
事業関係者30余名。
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慈善協会趣意書
　現時社会改善二付講究施設ヲ要スヘキモノニーニシテ足ラスと唯モ慈善救済ノ途ハ特二時運ノ
進展二伴イ倍其ノ必要ヲ認メラレ文明諸国ハ相競ヒテ之力画策経営二腐心シ筍モ怠ルコトナシ殊
二今時世界ノ大戦ハ社会各方面二甚大ノ影響ヲ与へ経済界ノ変調精神界ノ動揺ヲ招來シ生存競争
ハ激烈ヲ加へ貧富ノ懸隔ハ更二甚シキヲ致シ社会問題ハ益々紛糾錯雑ヲ極メムトス然カモ慈善救
済ノ事タル本来其ノ範囲極メテ広汎ニシテ其ノ関スル所亦甚タ多岐ナルヲ以テ独リ行政官府ノカ
ニーCシ又ハ隣…保相助ノ誼二信頼スルノミニテハ到底之力完全ナル遂行ヲ望ムヘカラス普ク社会
各階層ヲ通シ志士仁人ノ翼賛二侯チ公私協力深ク講究ヲ遂ケ広ク施設経営ヲ進メ始メテ之力完壁
ヲ期スルコトヲ得ルナリ
　翻テ本県斯業ノ現状ヲ察スルニ盲唖ノ教育、不良児ノ感化、孤貧児ノ養育、貧病者ノ救済又近
クハ軍事救護、免囚保護等公私ノ施設漸ク進ミ其成績、日ヲ追ヒテ見ルヘキモノァリト錐、内容
ノ整備相互ノ連絡統一等更ニー段ノ講究改善ヲ要スヘキモノ勘カラス殊二篤志ノ士比較的多数ナ
ル本県二於テ社会上幾多病的現象ノ顕著ナルニ先（立）チ之力対策二意ヲ注クハ蕾二之等仁者ノ
要求二副ヒ彼ノ憧ミテ傷ルノ弊ヲ除クー助タリ得ルノミナラス又充ク万人ヲシテ其所ヲ得セシメ
社会全体ノ健全ヲ維持シ其ノ向上ヲ確保スル所以ニシテ洵二刻下社会ノ趨勢二対応スヘキ最喫緊
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ママ事二属スヘキヲ信ス藪二於テ吾等同人相計リ自端ラス新潟県慈善協会ヲ組織シ左二掲クル事項ヲ
遂行シ以テ此急要二応セソトス翼クハ大方ノ諸彦時勢ノ要求二鑑ミテ此ノ拳ヲ賛嚢セラレソムコ
トヲ
　ー慈善団体事業ノ統一一as善ヲ期シ団体相互ノ連絡ヲ図ルコト
　ニ慈善団体と慈善家トノ連絡ヲ図ルコト
　三各種慈善事業二関スル調査ヲ為スコト
　四慈善救済二関スル講話会ヲ開催スルコト
　五其ノ他感化救済二関シ必要ト認ムル事項ヲ講考施設スルコト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　諺
　新潟県慈善協会会則
第一条　本会ハ新潟県慈善協会ト称ス
第二条　本会ハ新潟県二於ケル慈恵救済二関スル思想ノ普及及ヒ事業ノ改善発達ヲ図ルヲ目的ト
　　　ス
第三条　前条ノ目的ヲ達スル為本会二於テ行フ事業ノ概目左ノ如シ
　ー　慈恵救済二関スル団体相互ノ連絡ヲ図ルコト
　ニ　慈恵救済二関スル団体ト慈善家トノ連絡ヲ図ルコト
　三慈恵救済事業ヲ指導誘扱スルコト
　四　各種慈恵救済二関スル調査ヲ為スコト
　五慈恵救済二関スル印刷物ヲ発行シ及ヒ講習会講演会等ヲ開催スルコト
　六　其ノ他評議員会ノ議決二依リ必要ト認メタル事項
第四条本会ノ事務所ハ当分ノ内新潟県庁内二置キ各都市二委員部ヲ設ク
第五条　本会ハ毎年一回総会ヲ開キ前年中ノ事務及会計二関スル報告ヲ為シ其他必要ナル事項ヲ
　　　議決ス
第六条　本会ノ会員ヲ分ケ名誉会員賛嚢会員及正会員ノ三種トス
　　　　名誉会員ハ慈恵救済事業者若ハ本会二功労アル者又ハ学識徳望アル者ノ中二就キ役員会
　　　ノ議決ヲ経テ之ヲ推薦ス
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　　　　賛裏会員ハ毎年式円以上会費トシテ納ムル者及特別ノ出資其他ノ方法二依リ本会ノ事業
　　　ヲ援助シ会長ノ推薦シタル者トス
　　　　正会員ハ会費トシテ毎年五十銭ヲ納ムル者トス
第七条　本会会員タラソト欲スル者ハ氏名住所ヲ記シテ申シ出ツヘシ
　　　　慈恵救済二関スル団体ニシテ本会会員タラソト欲スル者ハ其ノ団体ノ名称所在地ヲ記シ
　　　代表者ノ名ヲ以テ申出ツヘシ
　　　　会員ノ氏名住所又ハ団体ノ名称所在地若ハ代表者二移動ヲ生シタルトキハ直チニ其ノ旨
　　　届出ツヘシ
　　　　退会セムトスルトキハ其ノ旨届出ッヘシ
第八条　本会ノ会員ニシテ会員タルノ名誉ヲ殿損スル行為アリト認ムルトキハ評議員会ノ議決ヲ
　　　経テ之ヲ除名スルコトアルヘシ
第九条　本会二左ノ役員ヲ置ク
　　　　ー　会長　一名
　　　　二　副会長二名
　　　　三　理事　若干名
　　　理事中二常務理事一名ヲ置ク
　　　会長副会長及理事ヲ以テ役員会ヲ組織ス
第十条本会ハ役員ノ議ヲ経テ顧問ヲ推薦スルコトアルヘシ
第十一条　会長ハ本県知事ヲ推載ス副会長及理事ハ評議員会二於テ会員ノ中二就キ之ヲ選定ス常
　　　　務理事ハ理事ノ互選二依リ会長之ヲ委嘱ス
第十二条　副会長及理事ノ任期ハ三ケ年トス
　　　　　理事ノ補欠員ハ前任者ノ任期ヲ継承ス
第十三条　会長ハ本会ノ会務ヲ総理シ本会ヲ代表ス副会長ハ会長ヲ補佐シ会長事故アルトキハ之
　　　　ヲ代理ス常務理事及理事ハ会長ノ指揮ヲ受ケ会務ヲ処理ス
第十四条　本会二評議員若干名ヲ置ク
　　　　　評議員ハ会員ノ中二就キ会長之ヲ委嘱ス其ノ任期ハ三ケ年トス
　　　　　評議員会ハ予算決算其ノ他重要ナル事項ヲ議決ス
　　　　　評議員会ハ必要二応シ会長之ヲ招集ス
　　　　　評議員会ノ議長ハ会長之二当リ其ノ議事ハ出席員ノ過半数ヲ以テ決ス可否同数ナルト
　　　　キハ議長ノ決スルトコロニ依ル
第十五条　顧問及び名誉会員ハ評議員会二出席シ意見ヲ陳フルコトヲ得ル
第十六条　本会ハ必要二応シ書記ヲ置ク　書記ニハ手当ヲ給スルコトヲ得
　　　　　書記ハ会長之ヲ任免ス
　　　　　書記ハ役員ノ指揮ヲ承ケ庶務会計二従事ス
第十七条　本会ノ経費ハ会費、補助金及寄付ノ金品、其ノ収入ヲ以テ之二充ツ
第十八条　本会ノ資産ハ役員会ノ議決ヲ経テ確実ナル方法二依リ之ヲ保管ス
第十九条　本会ノ会計年度ハ毎年四月一日二始リ翌年三月三十一日二終ル
第二十条　本会則ノ施行二必要ナル細則ハ役員会ノ議決ヲ経テ会長之ヲ定ム
第二十一条　本会則ハ評議員会二於テ出席員三分ノニ以上ノ同意アルニアラサレハ之ヲ変更スル
　　　　コトヲ得ス
役員としては知事渡辺勝三郎が会長に、副会長に馬渡俊雄（内務部長）、桜井市作（新潟育児
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院），理事（常務）には石田馨（地方課長）、松山為治（新潟監獄）、林静治（積善組合）、中
山樵（新潟盲唖学校）、佐藤貞三郎（新潟学園）、松浦寛治（赤十字社主事）が就任した。
　創立初年度の事業は盲唖学校卒業生中優良なる者3名及び新潟学園退園生中成績優良な者8名
に対し一人2円当の賞品を贈り表彰した。
　経費としては会員組織にして会費を集めるとともに有志の寄付金および補助金を見込んだ。か
くてその後の経過をみると副会長や評議員には中野寛一（金津村）、二宮孝順（聖籠村）、斎藤
彦太郎（安田村）、田巻堅太郎（田上村）等県内の有力地主素封家が多く名を連ねている。
3　新潟県社会事業協会の成立
　新潟県慈善協会は大正11年4月、中央慈善協会が中央社会事業協会と改称したのにならって新
潟県社会事業協会と改称して県内の社会事業団体の連絡統一を図るるとともに児童保護i事業、経
済的保護事業、救民救助その他各種社会事業の調査研究、県外社会事業等の視察、研修会の開催
およびその受講補助等を行なった。
　更に、昭和5年6月19日付けで財団法人に、昭和15年7．目9日に社会事業法（昭和13年7．月1
日施行）の施行に伴い寄付行為の改正をした。
　　財団法人新潟県社会事業協会寄付行為（昭和15年7月9日）
　　　第一章　名称及事業所
第一条　本会ハ財団法人新潟県社会事業協会ト称ス
第二条　本会ノ事業所ハ新潟市学校町一番町九十番地二置ク
　　　第二章　目的及事業
第三条　本会ハ社会事業二関スル指導連絡ヲ図ルト：s＃二其ノ調査研究並ビニ啓発宣伝ヲ行ヒ以テ
　　　本県社会事業ノ健全ナル発達ヲ期スルヲ以テ目的トス
第四条　前条ノ目的ヲ達スルタメ本会二於テ行フ事業ノ概目左ノ如シ
　　ー　社会事業経営者相互ノ連絡ヲ図ルコト
　　ニ　社会事業ノ指導誘扱ヲ行フコト
　　三　社会事業二関スル調査研究ヲ行フコト
　　四　社会事業ノ奨励助成ヲ為スコト
　　五社会事業施設ノ経営
　　六　ソノ他必要ト認メタルコト
　　　第三章　資産及会計
第五条　本会ノ資産ハ従来ノ社会事業協会ヨリ寄付セラレタル別紙目録二掲ゲルモノ及ビ毎年度
　　　ノ終リニ於テ剰余金中資産に編入シタルモノヨリ成ル
第六条　本会ハ理事会ノ議決ヲ経テ資産ノ中ヨリ国債証券其ノ他確実ナル有価証券ヲ購入スルコ
　　　トヲ得
　　　　前項管理二属セザル資産ハ理事会ノ議決ヲ経テ確実有利ナル方法ヲ以テ之ヲ保管スルモ
　　　ノトス
第七条　本会ノ経費ハ資産ヨリ生ズル果実、会員ノ醸金、補助金、助成金ソノ他ヲ以テ之二充ツ
第八条　本会ハ評議員会ノ承認ヲ経テ特別会計ヲ設ケルコトヲ得
第九条　本会ノ予算ハ理事会ノ議決ヲ経、評議員会ノ承認ヲ経ルモノトス　決算ハ理事会ノ承認
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　　　ヲ経テ評議員会二報告スルモノトス
第十条　本会ノ会計年度ハ毎年四月一日二始リ翌年三月三十一日二終ル
　　　第四章　会員
第十一条　本会ノ会員ヲ分テ正会員、特別会員、賛助会員、名誉会員ノ四種トス
　　ー　正会員ハ県内社会事業団体又ハ社会事業施設トス
　　ニ　特別会員ハ県一円ヲ単位トスル社会事業団体ニシテ理事ノ同意ヲ得テ会長之ヲ推薦ス
　　三　賛助会員ハ特別ノ出資其ノ他ノ方法二依リ本会ノ事業ヲ援助スル者二就キ会長之ヲ推薦
　　　ス
　　四　名誉会員ハ社会事業若シクハ本会二功労アル者又ハ学識徳望アル者ノ中二就キ理事会ノ
　　　議決ヲ経テ会長之ヲ推薦ス
第十二条　本会ノ会員ニシテ会員タルノ名誉ヲ殿損スル行為アリト認ムルトキハ会長二於テ之ヲ
　　除名スルコトアルベシ
　　　第五章　役員
第十三条　本会二左ノ役員ヲ置ク
　　ー　会長　　一名
　　二　副会長　一名
　　三　理事　　十名以内
　　　　　（内　三名ハ会長、副会長、常務理事トス）
　　四　監事　　二名
　　五　評議員　若干名
　　　会長ハ本県知事、副会長ハ本県学務部長、常務理事ハ本県社会課長タル者ヲ推シ其ノ理事
　　監事ハ評議員会二於テ推薦シタルモノニ就キ之ヲ委嘱ス
　　　評議員ハ左二掲ゲル者二就キ会長之ヲ委嘱ス
　　ー　正会員タル団体ノ役員
　　二　特別会員タル団体ノ役員又ハ之二準ズル者
　　三　名誉会員、賛助会員又ハ社会事業二関係アル官吏、吏員
第十四条　会長、副会長、常務理事以外ノ理事監事及評議員ノ任期ハ三年トス　但シ再任ヲ防ゲ
　　ズ
　　　補欠ニヨリ就任シタル者ノ任期ハ前任者ノ残任期間トス
　　　役員ハ任期満了後ト錐モ後任者ノ就任スルマデ其ノ職務ヲ行フモノトス
第十五条　本会二幹事書記若干名ヲ置キ会長之ヲ任免ス
　　　第六章　職務権限
第十六条　会長ハ会務ヲ総理シ本会ヲ代表シ会議ノ議長トナル
　　　副会長ハ会長ヲ補佐シ会長事故アル時ハ其ノ職務ヲ代理ス
　　　常任理事ハ会長ノ命ヲ受ケ会務ヲ分掌ス
　　　評議員ハ評議員会二出席シ其権限二属スル事項ヲ審議ス
　　　幹事、書記ハ上司ノ命ヲ受ケ庶務会計二従事ス
　　　第七章　評議員会
第十七条　評議員会ハ評議員ノ三分ノー以上出席スルニ非ザレバ会議ヲ開クコトヲ得ズ
　　　但シ巳ムヲ得ザル場合ハ書面ヲ以テ代理人ノ出席ニヨリ評議員ノ出席在リタルモノト看倣
　　ス　評議員ヲ招集スベキ場所二於テ会長ハ緊急ヲ要スル場合ハ軽微ナル事項二就テパ書面ヲ
　　以テ意見ヲ徴シ会議二代フルコトヲ得
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　　　付則
第十九条　本寄付行為施行二必要ナル細則ハ理事会ノ議決ヲ得テ別二之ヲ定ム
第二十条　本寄付行為ハ理事三分ノニ以上ノ同意ヲ得主務官庁ノ許可ヲ経ルニ非ザレバ変更スル
　　コトヲ得ズ
第二十一条　本寄付行為施行ノ際現二本会ノ役員タルモノハ引続キ其ノ職二在ルモノトス
昭和15年度の役員、評議員、正会員の氏名等は次の通りである。
役員
　会長（理事）　知事　安井誠一郎
　副会長（理事）学務部長　岡　利和
常務理事
理事
監事
　　書記（庶務）　　　　　　　　　　　　　　　　　弥助
　　　　（融和事業）県嘱託　　　　　　　五十嵐　斐
　　　　（公益質庫）　　　　　　町井　一郎
　　雇　　（公益質庫）　　　　　　那須　藤男
　　　　（公益質庫）　　　　　　町井　イツ
　　嘱託（事業）　社会事業主事　土居　顕
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謬（融和） 社会事業主事補 成沢 初男
　　評議員
　　　　　13名（氏名略）
　　正会員
　　新潟市社会事業助成会　御賜財団済生会新潟診療所　新潟仏教会　和田福伝会（新潟）　長
部財団（長岡）　天理教長岡協会　天理三条宣教所　天理教栃尾支協会、金光教直江津協会、高
田盲学校　関原町近藤奉仕団　市町村社会事業助成会60ケ所（長岡市、高田市、三条市、中条村
（北蒲原）、新発田町、川東村、白根町、石山村、五泉町、曽根町、燕町、粟生津村、吉田町、
黒崎町、国上村、葛巻村、加茂町、見附町、今町、鹿峠村、関原町、出雲町、与板町、上組町、
石津町、栃尾町、東田村、広瀬村、小千谷町、浦佐村、藪神村、東村、伊米ケ崎村、大巻村、中
条村（中魚沼）水沢村、十日町、南鯖石村、七日町村、柏崎町、高柳村、高田村（刈羽郡）、松
代村、安塚村、牧村、名香山村、青海町、根知村、能生町、村上本町、瀬波町、関谷村、両津町、
河原田町、高千村、相川町、小木町）個人3名（北村キイー新潟市、高取易太郎一田上村、金子丑
蔵一小千谷町）
　　賛助会員
　　　　　17名（氏名略）
参考；県の社会事業協会の成立により各市町村にも多くの社会事業協会が成立した。
　県内各市町村の社会事業協会は「全国社会事業名鑑　昭和12年」によれば次の通りである。（S・・＝昭和　T＝大正）
社会課長　塩川　久敬
斎藤　善十郎
市島　徳厚
田巻　堅太郎
二宮　孝順
中野　孝次
大滝　伝十郎
茂野　誠衛
中野財団兼務 小林
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団　一　員載財村会記
員会
会
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　　　名　　　称
河崎村社会事業助成会
岩塚村教化団
新潟市社会事業助成会
上条村社会事業助成会
相川町社会事業助成会
美守村社会事業助成会
加茂町社会事業助成会
見附町社会事業助成会
栃尾町社会事業助成会
白根町社会事業助成会
三条市社会事業助成会
五泉町社会事業助成会
吉田町和光会
六日町社会事業助成会
赤塚村社会事業助成会
小吉村社会事業助成会
水原町社会事業助成会
両津町社会事業助成会
小木町社会事業助成会
出雲崎町社会事業助成会
高田市社会事業助成会
与板社会事業助成会
新発田町社会事業助成会
新津町社会事業助成会
高柳村社会事業助成会
村松町社会事業助成会
東谷村社会事業助成会
塩沢町社会事業助成会
岩船町社会事業助成会
河原田町社会事業助成会
燕町社会事業助成会
村上町社会事業助成会
一菅名村女工保護組合
関原町近藤奉仕団
村上本町社会事業助成会
今町社会事業助成会
石山村社会事業助成会
川東村社会事業助成会
中条町社会事業助成会
曽根町社会事業助成会
粟生津村社会事業助成会
　所　在　地
河崎村
岩塚村役場内
新潟市社会課名内
上条村
相川町
美守村
加茂町役場内
見附町役場内
栃尾町役場内
白根町役場内
三条市役所内
五泉町役場内
吉田町役場内
六日町役場内
赤塚村役場内
小吉村役場内
水原町役場内
両津町
小木町
出雲崎町尼瀬
高田市役所内
与板町役場内
新発田町役場内
新津町役場内
高柳村役場内
村松町役場内
東谷村役場内
塩沢町役場内
岩船町
河原田町
燕町役場内
村上町役場内
菅名村役場内
関原町
村上本町
今町役場内
石山村役場内
川東村役場内
中条町役場内
曽根町役場内
粟生津村役場内
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会員
会員
会員
会員
会員
一町ニケ村にて維持
会員
会員
長沢村社会事業助成会
猿沢村社会事業助成会
広瀬村社会事業助成会
南鯖石村社会事業助成会
瀬波町社会事業助成会
寺泊町弘済会
下保倉村社会事業助成会
松代村社会事業助成会
S9，11
S9，11
S9，12
S10，2
S10．3
長沢村役場内
猿沢村役場内
広瀬村役場内
南鯖石村役場内
瀬波町
寺泊町
下保倉村役場内
松代村役場内
4　社会事業協会の事業
　社会事業協会の事業としては社会事業の調査研究、雑誌その他の印刷物の刊行、社会事業大会
の開催、社会事業従事者の養成、社会事業家の表彰、社会事業の助成、推奨等でその主な事業は
次の通りである。
1）公　益　質　屋
　公益質屋は大正元年11月、宮崎県那珂郡細田村で当時半農半漁の村民が不漁などで高利の負債
を負う窮状を救済するため熊本和平村長が内務省と宮崎県当局を説得して資金5，000円で村営の
質庫を開始したのが始まりである。公益質屋は民営質屋より安く（月1分6厘）流出期限、その
他についても利用者に有利な取扱いがなされたため非常な好評を博した。特に第一次世界大戦後
の不況の影響もあって全国に普及していくこととなった。しかし、民営質屋から市町村が公益質
屋を設置することについて強い批判が生じ、又、質屋取締法の適用がない、とされたので簡易敏
速な運営に支障があるから法的根拠が必要であるとして、民営質屋の反対に拘らず昭和2年3月
31日、公益質屋法が成立した4。新潟県社会事業協会は新潟市田中町に昭和13年5月6日、公益
質屋を開設した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　謹
　財団法人新潟県社会事業協会公益質庫規程
第一条　本会ハ公益質屋法及其ノ付属法令拉本規程二依リ公益質庫を経営ス
第二条　本公益質庫ヲ財団法人新潟県社会事業協会公益質庫ト称シ新潟市田中町第四百二十七番
　　　地ノ内二業務所ヲ置ク
第三条　本公益質庫ハ本県内二居住スル者二限リ之ヲ利用スルコトヲ得
第四条　質物家具、衣類、装身具、業務用具、無記名債券其ノ他会長二於テ適当ト認ムル動産二
　　　限ルモノトス
第五条　会長ハ質入シ得ベキ権利ヲ有スルコトヲ確認スルタメ質置主ヲシテ必要ナル証明ヲ為サ
　　　シムルコトヲ得
第六条　貸付金額ハーロニ付き金拾円以内一所帯二付金五捨円以内トス　但シ生業資金二充当ス
　　　ルモノナルコト確実ト認メタル場合二限リーロニ金五拾円以内一所帯二付金参百円以内ヲ
　　　貸付クルコトヲ得
第七条　質物ノ評価ハ会長之ヲ行ヒ貸付金額ハ評価格ノ十分の七ヲ超ユルコトヲ得ズ
第八条　貸付利率ハーケ月二付百分ノートス　但シ特別ノ事情アリト認ムル者二対シテ会長二於
　　　テ之ヲ減免スルコトヲ得
第九条　流質期限ハ質契約成立ノ日ヨリ四ケ月トス　但シ特別ノ事情アリト認ムルトキハ会長二
　　　於テニケ月ヲ限り之ヲ延長スルコトヲ得
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第十条　質札又ハ通帳ヲ持参シタル者二対シテハ元利金ヲ清算シ質物ヲ返還ス　之ガ為質置主二
　　　損害ヲ生ズルモ本会ハ其ノ責二任ゼズ
第十一条　質物ガ遺失物、盗品、其ノ他事由二因リ警察官署ノ徴収若クハ差押ヲ受ケタルトキハ
　　　会長ハ其ノ質物二対スル貸付金及貸付金ノ利子ヲ質置主二請求ス　但シ更二相当ノ質物ヲ
　　　提供シタルトキハ此ノ限リニ在ラズ
第十二条　質物ノ斑痕、微生、変色、虫鼠害二因ル損害ハ質置主ノ負担トス
第十三条天災事変其ノ他ノ不可抗力二因リ質物ノ減失又ハ殿損シタルトキハ本会ハ其ノ責二任
　　　ゼズ　但シ減失ノ場合ハ其ノ債権ノ全部ヲ殿損ノ場合ハ其ノ債権ノ全部又パー部ヲ拗棄ス
　　　ルコトヲ得
　　　前項但書ノ拗棄金額ハ会長之ヲ定ム
　　　　本会ノ責二帰スベキ事由二因リ質物ヲ減失又ハ殿損シタトキハ評価格ヲ限度トシ会長ノ
　　　定ムルトコロニ依リ其ノ障害ヲ賠償ス
　　　前項ノ損害賠償額ハ貸出元利金ト差引計算スルコトヲ得
第十四条　質物減失又ハ殿損シタル場合に於ケル貸付金ノ利子計算二関シテハ質物減免失又ハ殿
　　　損ノ日ヲ以テ貸付金ノ弁済アリタルモノト見倣ス
第十五条　質物及帳簿ハ検閲ノ職権ヲ有スル官吏吏員等ノ外之ガ閲覧ヲ許サザルモノトス
第十六条　質札又ハ通帳ニシテ忘失、殿損ノ為再交付シタルトキハ前二交付シタル質札又ハ通帳
　　　ハ之ヲ無効トス
第十七条　公益質庫二関スル収入支出ハ之ヲ特別会計トス
第十八条　本規程施行ノ為必要ナル細則ハ別二之ヲ定ム
　　　　　付則
　本規程ハ交付ノ日ヨリ之ヲ施行ス
　　　財団法人新潟県社会事業協会公益質庫規定施行細則
第一条　本会公益質庫二職員若干名ヲ置キ其ノ上席者ヲ以テ主任トス
第二条　公益質屋法施行規則第十二条主務者ハ前条ノ規定二依ル主任ヲ以テ之二充ツ
第三条　主任ハ会長ノ命ヲ受ケ業務ヲ掌理シ職員ヲ指揮監督ス
　　　　職員ハ主任ノ指揮ヲ受ケ業務二従事ス
第四条　本会公益質庫ノ業務時間及休日ハ左ノ如シ
　　　　ー　業務時間　午前九時ヨリ午後八時マデ
　　　　ニ休日　　一月一日ヨリ五日マデ、紀元節、天長節、明治節及毎月五日、十五日、
　　　　　　　　　　　二十五日
第五条　貸付ヲ受ケムトスル者ハ質物ヲ提示シ住所、職業、氏名及融通希望額ヲ申出ベシ
第六条　一定ノ住所ヲ有セズ又ハ身元確実ナラズト認ムル者二対シテハ貸付ヲ為サズ
第七条　貸付ヲ受ケムトスル際ハ提示ノ質物ハ身元調査其ノ他調査中一時預リト為スコトアルベ
　　　シ
第八条　貸付ヲ為ス場合ハ質物ト引替二現金及ビ入質ヲ証スル質札又ハ通帳ヲ交付ス
第九条　左ノ各号ノー二該当スル物ハ質物ト為スコトヲ得ズ
　　　　臓物其ノ他質入シ得ベキ権利二疑アル物
　　　　伝染病毒汚染ノ疑アル物
　　　　評価ノ容易ナラザル物
　　四　保管中殿損若クハ著シク変質又ハ減価ノ虞アルモノ
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第十条　公益質屋法施行規則第十三条第一項二拠リ質置主質札又ハ通帳ノ再交付ヲ請求セムトス
　　　ルトキハ別記様式二拠リ請求スベシ　但シ保証人ハ本県内二居住シ身元確実ニシテ会長ノ
　　　認ムル者二限ル
第十一条　左ノ各号ノー二該当スルトキハ之ヲ質置主二通知ス
　　ー　質物ノ減失又ハ殿損シタルトキ
　　ニ　減失又ハ殿損質物ノ損害賠償額決定シタルトキ
第十二条　流質物ノ買受ヲナサソトスル者ハ別二定ル所二従ヒ入札ヲ為スベシ
　　　　入札者二対シテハ各自見積額ノ十分ノー以上ノ入札保証金ヲ納入セシムルコトアルベシ
第十三条　落札者ハ買受代金ヲ即納シ5日以内二物品ノ引取リヲ為スベシ　但シ右期日内二引取
　　　リヲナサザルトキハ入札保証金ヲ没収シ落札ヲ無効トス
第十四条　本公益質庫ノ業務二関スル公告又ハ公示ハ本会公益質庫ノ業務所二於テ之ヲ為ス
第十五条　貸付ノ為常備スル現金パー日金千円以内トス
　　　　　　　　　　　　付則
　本細則ハ財団法人新潟県社会事業協会公益質庫規定施行ノ日ヨリ之ヲ施行ス
参考；県社会事業協会が公益質屋を設置したのが契機となって各市町村にも多く設置されていった。
　県内各市町村の公益質屋は次の通りである。　（S＝昭和　T＝大正、貸付制限欄の二段書は説明がない、恐ら
くは当分の間）
経営組織　貸付資金円
松之山村公益質屋　　村立
長岡市公益質屋　　　市立
根知村公益質屋 村立
水沢村公益質屋　　　村立
入広瀬村公益質屋　　村立
磯部村公益質屋
貸付制限円
　　　　1口に付
12．000　　　　10
10．000
4．000
15．000
10．000
村立　　10．000
湯之谷村公益質屋　　村立
櫛池村公益質屋　　　村立
下保倉村公益質屋　　村立
栃尾町公益質屋
芦ケ崎村公益質屋
北魚沼郡上条村公益質屋
高士村公益質屋
須原村公益質屋
五十沢村公益質屋
吉田村公益質屋
刈羽郡上条村公益質屋
能生谷村公益質屋
⊥立
ﾛ呈
ﾛ立
ﾛ立
ﾛ並
ﾛ立
ﾛ並
ﾛ立
ﾛ並
5．000
5．000
23．500
20．000
8．000
6．000
5．100
9．000
7．000
10．000
5．000
10．000
　10
当分5
　10
50
50
20
50
10
50
50
20
50
50
50
20
30
50
10
　　　　　貸付利率（月）　流質期限
1世帯に付　　　％
　　50　　　　0，80　　　　4ケ月
　　50　　　　　1．25　　　　4ケ月
　　30　　公費救助者は半額
　　50　　　　1．00　　　　4ケ月
　　　　　特別事情のときは免除延長2ケ月
　謬
　300　　　　1．00　　　　4ケ月
　300　　　　　1．00　　　　4ケ月
　　　　　　　　　　　　延長2ケ月
　200　　　　　1．00　　　　4ケ月
　　　　　　　　　　　　延長2ケ月
　100　　　　0．90　　　　4ケ月
　　50　　　　0．8以内　　　4ケ月
　300　　　　　1．00　　　　4ケ月
　　　　　　　　　　　　延長2ケ月
300
100
300
300
300
100
150
300
50
0．80
0．80
0．80
0．80
1．QO
1．00
1．00
0．80
0．80
4ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
4ケ月
業務開始年月
S4，　5
S4，　7
S6，　1
S7，11
S8，　1
S8，　1
S7，12
S8．2
S8，　1
S8，12
S8，12
S9．2
S9．3
S9，　3
S9，4
S9，4
S9，4
S10，2
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藪神村公益質屋 村立　　　5．000
奴奈川村公益質屋　　村立　　　4．600
沢根町公益質屋
鵜川村公益質屋
町立　　　3．600
村立　　　5．000
0000
0000151「
300
50
300
50
50
300
50
300
0．30
1．00
0．30
1．00
1．00
1．00
0．50
4ケ月
4ケ月
延長2ケ月
　4ケ月
延長2ケ月
　4ケ月
延長2ケ月
S10，　1
S　10，　3
S10，　1
S10，4
2）生業資金の貸付
　大正7年物価暴騰（米騒動は大正7．7．23～）以後、従来の施設対象だけでは救済は十分でなく、
生活資金の窮乏に対する小口の融資制度が必要となる。庶民金融機関として簡易でしばしば多く
利用されるものに質屋があり、その他に貯蓄銀行、信用組合、無尽、金貸業等があるが担保の方
法、借り受け者の資格範囲、融資額が大きい等制限があり一般小額所得者にとっては活用し難い。
　生業資金の貸付（小資融通事業）は、社団法人下河野農民共同救護社5（明治42年12月設立；
兵庫県宍栗郡千種村下河野）が年利5分で行ったのが始まりで「第七回社会事業統計要覧」　（昭
和2年版）によれば大正14年までに全国に経営主体が府県2、法人10、会その他6、計18ケ所あ
る。
　本県では財団法人県社会事業協会が大正13年12月1日から生業資金の貸付を始めた。
　　生業資金貸付規程（要覧　S15．11　P20）
第一条　新潟県内二於テ生業ヲ営マムトスル者ニシテ資金ノ供給ヲ受クル途ナキ者ハ本規程二依
　　　リ資金ノ貸付ヲ受クルコトヲ得
第二条　資金ノ貸付ヲ受クル者ハ左ノ各号二該当スルモノナルコトヲ要ス
　　ー　県内居住者ニシテ自営シ得ル能力ヲ有シ引続居住スル者
　　二　資金ノ貸付ヲ受クルニ非ザレバ其ノ職二従事スルコト能ハザル者
　　三　居住市町村内二於テ確実ナル保証人一人以上ヲ有スル者
　　四其ノ他特別ノ必要アリト認ムル者
第三条　貸付金額パー戸武百円以内トシー一戸一回二限ルモノトス
第四条　資金ノ貸付ヲ受ケムトスル者ハ貸付申請書二保証人一名以上連署ノ上調査書ヲ添へ市町
　　　村長経由会長二提出スベシ
第五条　貸付ノ決定ヲ受タル者ハ左ノ書類ヲ提出シ資金ノ交付ヲ受クベシ
　　ー　借用証書
　　二　償還年次表
第六条　貸付金ハ六箇月据工置キ其ノ翌月ヨリニ箇年以内ノ月賦ニテ償還スベシ　但シー回又ハ
　　　数回二償還スルヲ防ゲズ
第七条　借受人ハ三箇月毎二其ノ状況ヲ市町村長経由会長二報告スベシ
第八条　借受人ハ利息トシテ借受金二対スル年三分二相当スル金額を本会二納付スベシ
第九条　借受人又ハ其ノ家族病気其ノ他故障ノ為一箇月以上生業ヲ営ムコト能ハザルトキハ六箇
　　　月ヲ超エザル期間償還ノ猶予ヲ申請スルコトヲ得
第十条　借受人死亡シ其ノ遺族二於テ業務ヲ引継グコト能ハズ他二転業スルガ為未償還資金ヲ之
　　　二充当セムトスル場合ハ資金充用申請書ヲ会長二提出スベシ
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　　　　転業セムトスル場合二於テー時資金償還二困難ナル事情アルトキハ第九条ノ規程二依リ
　　　償還猶予ノ申請ヲ為スコトヲ得
第十一条　借受人及保証人ニシテ住所ヲ変更シタルトキハニ週間以内二市町村経由其ノ旨会長二
　　　届出ツベシ
　　　　　　　付則
　　本規程ハ交付ノ日ヨリ之ヲ施行ス　但シ本規程改正前二貸付タルモノハ此ノ限リニ在ラズ
　規程の通り貸し付け条件は
　1利子は年　　3分
　2貸付期間　　6ケ月据え置き、翌月から2年以内月賦償還、但し、1回又は数回で償還する
　　ことを防げない。
　3　貸し付け最高金額　1戸200円1回限りである。
　協会では貸付金の償還金で毎年度の貸付資金とする意図のもとに計画したのであるが、償還状
況不良で途中で貸付を控えた6という。
3）朝日出世資金
　昭和9年10月5日、東京朝日新聞社会事業団から800円の資金配当を受けたので協会は「出世
資金貸付要綱」をつくって県内貧困者に対して小額融資を始めた。
　出世資金貸付要綱
第一条　出世資金ハ東京朝日新聞社会事業団ヨリ配当ヲ受タル金額ヲ以テ財団法人新潟県社会事
　　　業協会二於テ県内貧困者二対シ本規程二依リ之ヲ貸付ス
第二条　資金ノ貸付ヲ受ケムトスル者ハ方面委員又ハ市町村二申出第一号様式二依ル申請書ヲ方
　　　面委員又ハ市町村長ヲ経由シ本会二提出スルコト
第三条　方面委員又ハ市町村長ハ前条ノ申請ヲ受理シタル場合ハ本人申出金額ヲ以テ営マムトス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　ル職業家族ノ状況生活ノ状況等別紙第三号様式二依リ調査ノ上資金貸付ノ適否二関スル意
　　　見ヲ添ヘテ本会二送付セラレタキコト
第四条　貸付金パー戸二付金百円以内トス
第五条　貸付金ノ利子ハ年二分トス、但シ貸付タル月二対スル利子ハ之ヲ徴収セズ
第六条　貸付ヲ受ケタル者ハ別紙第二号様式二依ル借用証書ヲ本会二提出スルコト
第七条　貸付金ハニケ年以内二於テ月賦又ハ年賦二依リ元利ヲ償還スルコト
第八条　貸付金ヲ償還セムトスル者ハ方面委員又ハ市町村長二申出本会二納付スルコト
第九条　方面委員又ハ市町村長二於テ償還不確実ノ虞アリト認メタル場合ハ直二実情調査ノ上本
　　　会へ報告セラルルコト
第十条　不実ノ所為ヲ以テ貸付金ノ交付ヲ受ケタル者二対シテハ期限前ト唯貸付金ノ元利ヲ償還
　　　セシムルコトアルベシ
第十一条　貸付金ノ交付ヲ受ケタル者ハ随時事業成績ヲ方面委員又ハ市町村長経由シ本会二報告
　　　スルコト
第十二条　方面委員又ハ市町村長二於テ借受人又ハ保証人ノ身分二異動ヲ生ジタルトキハ直二其
　　　ノ旨本人ヨリ本会二報告セラレタキコト
　第一号様式　出世資金借入申請書（略）
　第二号様式　借入証書（略）
　第三号様式　出世資金貸付に関する調書（略）
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4）職業紹介所の経営
　職業紹介は営利事業（桂庵、口入屋）として古くからあったが、明治34年東京市本所区若宮町
に無料宿泊所に併設して宿泊者に職業紹介を行ったのが公益職業紹介事業の始まりである。後、
明治42年内務省が六大都市に補助金を交付して公営の職業紹介所の設置を奨励したので各地に設
置されていったが、なお慈善的な救済事業としての色彩が残っていた。大正9年6月「失業二関
スル条約」が批准され、続いて政府が「失業保護i二関スル件依命通達」　（大正9年4月21日地方
長官宛内務次官通達）を出して「公共団体又ハ公益団体二於テ経営セル職業紹介事業二関シテハ
・・沚ﾛ益々之ガ拡張ヲ奨励シ…」　（左記2二）たので、漸次公益無料の職業紹介所が普及していっ
た・即ち・大正8年には全国で48ケ所であったものが大正9年6月に145ケ所、翌大正10年6月、
職業紹介法（大正10年4月8日交付、7月1日施行）施行直前には384ケ所に及んだという7。
特に汽車船賃割引証交付規定（大正12年内務省告示290号）により就職旅行には5割引きとなる
ので各市町村は競って職業紹介所の認可を受けるようになった。職業紹介法は国の監督を強め営
利職業紹介所を廃止していく方針をとっており、従来の慈善救済的事務から国家公共的な事務に
変わってく準備的な法律と見ることができる。本県では社会事業協会が大正13年に新潟市に職業
紹介所を設置したのが最初で、以降、社会事業協会立、市町村立等が多く設立された。なお、こ
れらの職業紹介所は昭和13年までに存続していたものもあるが法律の改正により全て廃止され職
業紹介事務は国営となった。
　新潟県社会事業協会職業紹介所規程
第一条　本所ハ新潟県社会事業協会職業紹介所ト称シ新潟市古町十三番町浜浦新潟養老院敷地内
　　　二之レヲ置ク
第二条　本所ハ常二労務需給状態ヲ調査シ諸般ノ職業及労働ヲ紹介シ労務者ノ需給調節ヲ図ルヲ
　　　以テ目的トス
第三条　本所二左ノ職員ヲ置キ会長之ヲ命ズ
　　　所長（書記ヲ以テ之二補ス）
　　　書記　二名（専任）
　　　雇　　二名
第四条　所長ハ会長ノ命ヲ承ケ所務ヲ処理シ所員ヲ指揮監督ス　所長事故アルトキハ次席其ノ職
　　　務ヲ代理ス
　　　書記ハ所長ノ指揮ヲ受ケ所務二従事ス
第五条　所長ハ会長ノ認可ヲ得テ事務執行二関シ必要ナル規程ヲ設クル事ヲ得
　　付則
　　本規程ハ大正十三年十一月十六日ヨリ之レヲ施行ス
　庶務規程
第一条　本所二庶務係、紹介係ヲ置く
　　一　庶務係ハ庶務、統計、報告二関スル事項ヲ分掌ス
　　ニ　紹介係ハ求職、求人調査二関スル事項ヲ分掌ス
第二条　各係主任ハ所長ノ命ヲ受ケ主務ヲ掌理スヘシ
第三条　所員ハ親切ヲ旨トシ敏活二事務ヲ処理スヘシ
第四条　文書ノ収発ハ庶務係之ヲニ任ジ求人求職者ノ応接ハ各紹介係主任之レニ任ス
　　　　求人、求職ハ受付ノ順序二依リ登録スヘシ
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第五条　紹介上必要ト認メタルトキハ求職者ヲシテ戸籍謄本、履歴書、其ノ他書類ヲ提示セシム
　　　ヘシ
第六条　求職者ノ紹介ハ其人格、性質及ヒ技術ヲ鑑別シ希望職業ノ適否ヲ考査シテ紹介スヘシ
　　　紹介規定
第一条　本所ハ各種職業二従事セソト欲スル者ヲ紹介ス
第二条　本所ノ執務時間ハ午前八時ヨリ午後四時迄トス　但シ日ノ長短二依リ伸縮スルコトアル
　　　ヘシ
　　　　日曜日、祭日及十二月二十九日ヨリr月三日迄ハ休日トス
第三条　求職者ハ来所ノ上左ノ事項ヲ具シ申込登録ヲ受ケラルヘシ
　　　　氏名、生年月日、現住所、本籍及ビ戸主トノ関係、保証人住所氏名、保証人トノ関係、
　　　前職業、前給料、教育、技能、経験、配偶、失業日時、失業ノ原因、希望職業及ヒ其ノ他
　　　ノ条件、其ノ他必要ナル事項
　　　　前項登録ノ順序ハ来所ノ前後二依ル
第四条　登録ヲ受ケタル求職者ハ登録票ヲ受領シ来所ノ都度必ス之ヲ提出セラルヘシ
第五条　登録証票ヲ汚損シ又ハ遺失シタルトキハ其ノ旨ヲ申出テ再交付ヲ受ケラルヘシ
　　　　求職者ハ登録ノ際本所々定ノ求票二記載スル事項ノ質問二答ヘラルヘシ
第六条　求職者申込ノ際虚偽ノ申出ヲ為セルモノ或ハ心身上ノ敏陥其ノ他ノ理由二依リ不適当ト
　　　認ムル者二対シテハ紹介ヲ拒絶スルコトアルヘシ
第七条　求職者ハ本所ヨリ戸籍謄本、履歴書其ノ他必要ナル書類ノ提示ヲ求メタルトキハ遅滞ナ
　　　ク之レヲ差出サルヘシ
第八条　求職者登録後本所ノ紹介二依ラスシテ就職シタルトキハ若シクハ求職申込条件二変更ヲ
　　　生シタルトキハ其ノ旨直二申出ラルヘシ
第九条　求職者ノ就職ハ性質、技術ヲ考査シ登録ノ順位二依リ之ヲ取リ扱フモノトス
第十条　求職者ヲ紹介スルニハ紹介状ヲ交付ス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　纏第十一条　本所ハ求職者ノ身元保証ヲ為サス
第十二条　求人者ハロ頭、電話、郵便其ノ他便宜ノ方法ヲ以テ左ノ事項ヲ具シ申込登録ヲ受クヘ
　　　シ
　ー氏名又ハ商号　一住所又ハ営業所々在地　一職業　一使用職務　一所用員数　一被雇用者年
　令　一資格技術　一雇入方法及賃金　一勤務時間　一休日ノ有無　一保証条件　一其ノ他参考
　事項
第十三条　求人者二於テ求職者ヲ採用シタルトキハ紹介状添付ノ回答書ヲ本所二持参シ再紹介ヲ
　　　受クヘシ
第十四条　求人者ニシテ申込条件二変更アリタルトキハ其ノ旨直二通報セラルヘシ
第十五条　雇傭ノ条件ハ相互間ノ協定二委セ本所其ノ責二任セス
第十六条　求人、求職ノ申込ミノ有効期間ハ三十日トス
第十七条　本所ハ紹介手数料ヲ徴収セス
　　　　付則
　本規程ハ大正十三年十一月十六日ヨリ之ヲ施行ス
社会事業協会立の職業紹介所
1）新潟職業紹介所（新潟市古町13、新潟養老院内）創設大正13年11月17日、大正15年5月20日
新潟市に移管（西堀通り5へ移転）
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2）長岡職業紹介所（長岡市坂の上町2丁目724）創設大正15年6月1日、昭和3年4月1日、
　長岡市に移管。
3）岩塚職業紹介所（三島郡）創設昭和3年7月1日
　　沿革8；大正14年岩塚村女工保護組合設立以来同組合は保護事業と共に女工の紹介斡旋を営
　みつつありしが将来益々其の事績を挙げむには公益職業紹介事業を同村に併施するの必要を認
　められ昭和3年7月を以て新潟県社会事業協会への経営に係る本所の設置を見るに至れるなり、
　爾来事務所を岩塚村役場内に設け職業紹介法の下に一般紹介事務を実施しつつあり
4）糸魚川職業紹介所（西頸城郡糸魚川町字横町元郡役所内）創設昭和3年4月13日
5）塚山職業紹介所（三島郡）創設昭和4年7月25日
　　沿革9；塚山村は戸数446戸、人口2，561人の小農村に過ぎざれども現在醸造従業者として
　男子400人、女工200人を出し、男子出稼者の為に杜氏組合を、女子の為には女工保護組合を設
　立し出稼人の就職斡旋と保護事業を営みつつありしが将来に於る出稼人紹介事業徹底のため新
　潟県社会事業協会の経営に係る職業紹介所の設置を見るに至れり
6）新発田職業紹介所（北蒲原郡新発田町役場内）創設昭和4年8．月15日、昭和7年4月1日町
　営に移管。
　　沿革10；新発田町は戸数3，817戸、人口19，894人、県内三市に次ぐ主要都邑の一にして大
　倉製糸工場あり、且県外出稼女工126名を出すの外付近中浦、猿橋、赤谷の三ケ村に女工保護
　組合の設ある点より考ふるも亦一面県下職業紹介所分布の状態より察するも新発田町に職業紹
　介所設置の急務なるを認む、事務局に於も先年来屡々勧奨せられたりと難未だ之か現実を見る
　こと能はざりしが新潟県社会事業協会は経費の一部を割き直営を以て同町に職業紹介所を設置
　するに至れり
7）柏崎職業紹介所（刈羽郡柏崎町役場内）創設昭和6年7月10日
8）三条職業紹介所（南蒲原郡三条町役場内）創設昭和7年8月、昭和9年4月、市営（昭和9
　年1月1日市制）に移管。
9）六日町職業紹介所（南魚沼郡六日町元郡役所内）創設昭和6年7月1日、昭和13年1L月19日
　国営小出職業紹介所六日町出張所となる。
10）村上職業紹介所（岩船郡村上町小町、民家借受）創設昭和8年12月21日。
11）両津職業紹介所（佐渡郡両津町）創設昭和9年7月1日、昭和12年3月31日町立に移管。
12）新井職業紹介所（中頸城郡新井町）創設昭和9年7月1日。
13）十日町職業紹介所（中魚沼郡十日町農会内）創設昭和9年11月21日、昭和10年9月十日町社
　会事業協会に移管。
14）津川職業紹介所（東蒲原郡津川町役場内）創設昭和9年11月　20日、昭和10年9月津川町社会
　事業協会に移管。
15）竹沢職業紹介所（古志郡竹沢村役場内）創設昭和9年11月20日、昭和10年9月竹沢村社会事
　業協会に移管。
16）相川職業紹介所（佐渡郡相川町役場内）創設昭和10年5月1日、昭和12年3月31日廃止。
17）中条職業紹介所（北蒲原郡中条町役場内）創設昭和10年6月8日
18）小木職業紹介所（佐渡郡小木町役場内）創設昭和10年7月1日、昭和12年3月31日廃止。
19）栃尾職業紹介所（古志郡栃尾町役場内）創設昭和10年7月8日
　参考；この他の県内職業紹介所は「全国社会事業名鑑　昭和12年」によれば次の通りである。　（S＝昭和　T
＝大正）
　　　職業紹介所名
新潟市職業紹介所
高田市職業紹介所
長岡市職業紹介所
寺泊町職業紹介所
南鯖石村職業紹介所
堀之内町職業紹介所
新津郷職業紹介所
高柳村職業紹介所
新発田町職業紹介所
松代村職業紹介所
小国郷職業紹介所
松之山村職業紹介所
大漬村職業紹介所
上小国村職業紹介所
新潟県慈善協会及び新潟県社会事業協会について
小千谷町外四ケ村職業紹介所
片貝村職業紹介所
下保倉職業紹介所
川口村職業紹介所
旭村職業紹介所
安塚村職業紹介所
上条村職業紹介所
柿崎町外五ケ村職業紹介所
奴奈川村職業紹介所
能生町外六ケ村職業紹介所
菱里村職業紹介所
糸魚川町外十一個村職業紹介所
山平村職業紹介所
北条町職業紹介所
小出町外七ケ村職業紹介所
三条市職業紹介所
岩塚村職業紹介所
刈羽郡渋海職業紹介所
東頸城郡太平職業紹介所
見附郷職業紹介所
間瀬村職業紹介所
来迎寺村職業紹介所
亀田郷職業紹介所
村松郷職業紹介所
三島郡中部職業紹介所
明治村職業紹介所
潟町村職業紹介所
諺
　　　所　　在　　地
新潟市西堀5
高田市役所内
長岡市役所内
三島郡寺泊町役場内
刈羽郡南鯖石村役場内
北魚沼郡堀之内役場敷地内
中蒲原郡新津町役場敷地内
刈羽郡高柳村役場内
北蒲原郡新発田役場内
東頸城郡松代村役場内
刈羽郡千谷沢村役場内
東頸城郡松之山村役場内
中頸城郡大漬村役場構内
刈羽郡上小国村役場敷地内
北魚沼郡小千谷町50／5
三島郡片貝村役場敷地内
東頸城郡下保倉村役場内
北魚沼郡川口村役場内
中頸城郡旭村役場内
中頸城郡安塚村役場内
刈羽郡上条村役場内
中頸城郡柿崎町役場敷地内
東頸城郡奴奈川村役場内
西頸城郡能生町字能生
東頸城郡菱里村役場内
西頸城郡糸魚川町字横町
東頸城郡山平村役場内
刈羽郡北条村役場構内
北魚沼郡小出町役場内
三条市三条二の町
三島郡岩塚村役場内
刈羽郡中里村役場敷地内
東頸城郡保倉村役場内
南蒲原郡見附町字本町35－1
西蒲原郡間瀬村役場内
三島郡来迎寺村役場内
中蒲原郡亀田町役場敷地内
中蒲原郡村松町役場内
三島郡関原村役場内
中頸城郡明治村役場敷地内
中頸城郡潟町役場内
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　　浦田村職業紹介所　　　　　　　　　　　村立　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　東頸城郡浦田村役場内　　　　　　　　記載なし
　　源村職業紹介所　　　　　　　　　　　　村立　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　中頸城郡源村役場内　　　　　　　　　記載なし
　　吉川村職業紹介所　　　　　　　　　　　村立　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　中頸城郡吉川村役場内　　　　　　　　記載なし
註1；本県の職業紹介事業に関しては新潟県訓令第31号（大正9年9月20日）がある。（訓令のように職業紹介
事業は最初警察で扱ったがその実績は少なかったようである）
　「近時経済界ノ変調ハ各種ノ事業ヲシテ漸次不振ノ状態二陥ラシメ不景気ノ襲来卜共二失業者ノ数遂日増加シ来
　リ社会問題ノ解決ハ特二考慮ヲ要スヘキ点少ナカラス此秋二当リ職ヲ警察二奉スル者克ク念ヲ薮二致シ此等社会
的不安ノ軽減二尽シ以テ事故ヲ未然二防遍スルハ輔チ警察事務ノ運用ヲ完カラシム所以ニシテ最モ緊切ナル要務
ナリト信ス人乃テ薙二新二職業紹介所ヲ設ケ失業者ノ救済保護及労力需要ノ円満ヲ図リ以テ社会民衆ノ附託二背
カサランコトヲ期ス宜シク別紙規程二遵ヒ速二職業紹介所ヲ開設シ別二設置シタル人事相談所ト興二輔車相依リ
唇歯相通シ以テ其ノ実績ヲ挙グルニ遣憾ナキヲ期セラルヘシ」
　　職業紹介所事務取扱規程
第1条　各警察署二職業紹介所ヲ設置ス
第2条　職業紹介所ハ求職困難ナル者二対シ就職ノ便宜ヲ計ルヲ以テ目的トス
第3条　警察官署ハ警部補又ハ巡査部長派出所若ハ巡査駐在所二於テ便宜紹介ノ申シ込ミヲ受理セシムルコトヲ
　　　　得
第4条　職業紹介所ハ常二労力需要ノ状況ヲ調査シ別紙様式第一号二依ル需要者票二登載スヘシ
第5条　職業ヲ求メムトスル者アルトキハ別紙様式第二号依ル求職者票二登載スヘシ
第6条　職業紹介所ハ雇用契約ノ成否二拘ラズ受付ケタル需要者票又ハ求職者票ノ写シヲ遅滞ナク警察部二送付
　　　　スヘシ
第7条　職業紹介所ハ雇用契約成立シタルトキハ遅滞ナク警察部二通知スヘシ
第8条　職業紹介所ハ各職業紹介所ヨリ需要者票又ハ求職者票ヲ受理シタルトキハ遅滞ナク各職業紹介所ノ需給
　　　関係ヲ査察シテ其ノ調節ヲ図ルニ遺憾ナキヲ期スヘシ
第9条　職業紹介所ハ常二他ノ職業紹介所官公衛公共団体其ノ他慈善救済等二関スル諸団体拉宗教家篤志家銀行
　　　会社工場等トノ連絡ヲ密ニシ其ノ紹介ノ処置上遺憾ナキヲ期スヘシ
第10条　職業紹介所二於テ取扱フ事務ハ総テ無料トス、但シ実費ノ弁償ヲ受クル事ヲ得
第11条　職業紹介所二於ケル毎月ノ紹介成績は別紙様式第三号二依リ翌月十日迄二警察部長二報告スヘシ（別紙
　　　様式略）
註2；本県の多くの職業紹介所の成立事情には女工保護組合（求人、求職者双方から費用を徴収し運営費に当て
る）の成立、運営と関係が深い。女工保護組合は女工として就業に際して起きる風紀問題、衛生施設の不備から
来る疾病の防止等を目的として、大正2年7月15日北魚沼郡上条村字西名に組合組織で上条村女工保護組合が出
　　　　　11来たのが最初であるが、公立としては大正9年4月、鯖石郷女工保護組合（刈羽郡南鯖石村、高柳村、中鯖石村、
北条村の4ケ村）が最初である。女工保護組合は註1の訓令と同年の出稼人保護に関する内務部長通牒があって
から急速に農村部に普及した。昭和5年では全県に73ケ町村、郡単位の連合会2ケ所及び県女工保護組合連合会
（昭和2年2月15日設立、社会課内）がある。しかし、営利職業紹介事業取締規則が発布（大正14年、昭和2年
1月1日施行）されて以来、これら女工保護組合は従来のままの姿では運営出来ない事となり認可の職業紹介所
　　　　12に替わった。
5）養老院の経営
1）新潟救護院（新潟市古町13）
　沿革13；新潟県社会事業協会は大正12年1月27日新潟養老院を新潟市古町通り13に建設、昭和
3年12月増築し、昭和7年3月末まで経営したが、救護法が実施になり昭和7年4月1日から、
協会はこの建物を無料で市に貸付け市営の救護施設とした。
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　参考1；新潟県養老院規程
第一条　本院ハ新潟県社会事業協会新潟養老院卜称シ新潟市古町通拾参番地四百弐拾七ノ壱二置ク
第二条　本院ハ市町村長其ノ他ノ委託二依リ県内二居住ヲ有スル六拾歳以上ノ者ニシテ自活ノ能力ナク且扶養者
　　　ナキ者ヲ収容保護スルヲ以テ目的トス　但シ、左ノ各号ノー二該当スル者ハ之ヲ収容セス
　　ー伝染病者　二精神病者　三行旅病人　四其ノ他会長二於テ不適当ト認メタルモノ
第三条　本院ハ委託者ヨリ収容者一人二付き一日参捨銭ノ委託料ヲ徴収スルモノトス
　　　　但シ、特別ノ事由アル者二限リ之ヲ減免スルコトアルヘシ
第四条　本院ノ収容定員ハ参拾名トス
第五条　本院二左ノ職員ヲ置キ会長之ヲ任免ス
　　　　主事一名　婦母若干名
第六条　主事ハ会長ノ命ヲ承ケ院務ヲ管理シ婬母ヲ指揮監督ス
　　　　付則
　　本規程ハ昭和4年4月1日ヨリ之ヲ施行ス
　参考2；新潟県社会事業協会新潟養老院入院規則
第一条　本院二収容保護ヲ委託セムトスル者ハ第一号様式二依ル申請書二左ノ書類ヲ添付シ本会長二提出スヘシ
　　ー市町村長調書（第二号様i式）　二本人の承諾書（第三号様式）　三戸籍謄本　四身柄引受書（第四号様式）
　　　市町村長二非サル者ノ申請ヲ為サムトスルトキハ住所地ノ市町村長ヲ経由スヘシ
第二条　委託料ハ入院ノ日ヨリ起算シ毎月末日迄二本会長二納付スヘシ
第三条　在院者ハ左記事項ヲ遵守スヘシ
　　ー　他人ノ迷惑ニナルカ如キ言語動作ヲ慎ムコト
　　ニ濫リニ院ヲ出入サセルコト
第四条　在院者ニシテ院内ノ秩序ヲ素スカ如キ行為アル者ハ退院ヲ命ズルコトアルヘシ
第五条　委託者二於テ在院者ヲ退院セシメムトスルトキハ本会長二願出ツヘシ
　　　　　　　　付則
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　講　　本則ハ昭和四年四月一日ヨリ之ヲ施行ス
　　本規則ノ制定以前二委託セル者ハ本則二依リ入院シタルモノト看倣ス（様式略）
2）　直江津町和敬養育院（中頸城郡直江津町砂山）
　沿革14；中頸城郡春日村の清水佳之助が明治34年5月大字木田に和敬孤児院を創立し、一時院
勢旺な時代もあったが、昭和3年清水謙吾が一切の院の財産訳13．000円の金品を新潟県社会事業
　　　　　15協会に寄付したいと申し出られたため協会は一応之を採納し、昭和6年度から計画し、同8年4
月15日直江津町に和敬養育院を新築した。1年間協会で経営し、之を直江津町に無料で貸与し、
救護法による救護施設として運営させた。
6）保娚養成所の経営
　協会では託児所保栂指導会を開催して来ていたが、年々託児所の数が増加し（季節、通年を合
わせ昭和4年度には64ケ所に達した）高い資質の保姻が要請されるようになったので昭和4年度
（7月）から保栂養成所を設置た。
　新潟県社会事業協会保栂養成所規則
第一条　本所ハ新潟県社会事業協会保栂養成所ト称ス
第二条　本所ハ県立長岡女子師範学校内二置ク
第三条　本所ハ託児所拉幼稚園二関スル保育法ノ理論及び実際ヲ研究シ保栂ノ養成ヲ為スヲ以テ
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　　　目的トス
第四条　本所ノ修業年限ハ当分三ケ月トシ入学定員ハ四十名以内トス
第五条　本所ノ始業ハ別二之ヲ公告ス
第六条　学科課程及毎週ノ教授時数左ノ如シ
学　科 毎週授業時間 科　　　目 備　　　　　考
修身 1 国民道徳 開設期間中に於る延時間数134時間
教育 2 教育学拉近世教育史 26
社会 1 社会事業概論 13
心理 2 児童心理 26
理科 1 動物植物鉱物 13
園芸 1 花卉果樹及園芸理論実際 13
看護法 1 栄養法応急手当 13
談話 1 幼児二対スル談話ノ研究 13
図画及び手工 2 自在画、黒板画及各種ノ細工 26
体操 2 体操遊戯競技ノ理論及実際 26
生理衛生 2 生理学育児衛生 26
音楽 2 楽曲基本練習唱歌楽器教授法 36
実習 12 幼稚園託児所二於ル実地練習 156
計 30 390　教授日数78日間
　　　但シ科目及教授時間数ハ時宜二依リ変更スルコトアルヘシ
第七条　本所二左ノ随意科目ヲ置キ希望二依リ特二之ヲ学習セシム
　　　　国語　生花　割烹　作法
第八条　本所ノ授業ハ毎日午前九時二始リ午後四時二終ル
第九条　本所所定ノ課程ヲ履修シタルモノニハ左ノ修了証書ヲ授与ス
　第　号
　　　修了証書
　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日
右ハ本会保娚養成所二於テ所定ノ学科ヲ終了セリイ乃テ藪二之ヲ証ス
　　　　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　協会長
第十条　本所二入学スヘキ者ハ左ノ資格ヲ有スル女子トス
　　　ー　高等女学校卒業者蛇二之レト同等ノ学力アリト認メタル者
　　　二　現二託児所、幼稚園二従事セル保婦
第十一条　本所二入学セソトスル者ハ別記様式二依ル願書二身体検査書、履歴書ヲ添付本会長二
　　　差出スヘシ
新潟県慈善協会及び新潟県社会事業協会について 85
第十二条
第十三条
第十四条
第十五条
学業不進ニシテ成業ノ見込ナキ者又ハ性行不良ナルモノハ退学ヲ命スルコトアルヘシ
本所二入学ヲ許可セラレタルモノハ入学料トシテ金五円ヲ納付スヘシ
本所ノ授業料ハ之ヲ無料トス
本則施行二必要ナル細則ハ会長別二之ヲ定ム
　付則
本則ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス
（入学願書様式　略）
5　お　わ　り　に
　大正7年7月に結成された新潟県慈善協会は、後大正11年4月新潟県社会事業協会となり昭和
5年6月に財団法人となって設置の目的に沿って各般の社会事業を行った。事業は当然ながら職
業紹介所や養老院の経営のように先導的なものが多く一定の目的を達すると他へ移管している。
これは協会が半官半民、というより多官小民の組織であったからであり、当時の福祉行政の姿勢
によるものである。
　ここでは、その主なものを紹介することにより本県の民間社会事業の（支援）体制をみた。こ
の協会も戦時厚生時代になると国策に沿ったものに変わって行き協会の活動そのものも戦時色と
共に弱体化したようである。このことについては稿を改めたい。
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